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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 
平成28年度第３四半期

連結累計期間
平成29年度第３四半期

連結累計期間
平成28年度

 
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

経常収益 百万円 15,163 14,173 19,578

経常利益 百万円 2,639 1,906 2,868

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 1,815 1,294 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 1,912

四半期包括利益 百万円 1,447 1,974 ―

包括利益 百万円 ― ― 1,715

純資産額 百万円 48,484 50,014 48,750

総資産額 百万円 1,342,866 1,336,219 1,333,455

１株当たり四半期純利益
金額

円 158.33 105.26 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― 162.55

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額

円 153.96 81.88 ―

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

円 ― ― 149.24

自己資本比率 ％ 3.61 3.74 3.65
 

 

 
平成28年度第３四半期

連結会計期間
平成29年度第３四半期

連結会計期間

 
(自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日)

(自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益
金額

円 45.46 31.99
 

 

(注) １　当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　平成28年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。１株当たり四半期純利益金
額、１株当たり当期純利益金額、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額は、平成28年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算出しております。

３　自己資本比率は、（(四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末非支配株主持分）を(四半期)期末資産の部
の合計で除して算出しております。(銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められ
た算式に基づき算出した平成29年９月末の連結自己資本比率（国内基準）は、8.50％であります。)

　

２ 【事業の内容】
　

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま
せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】
　

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、
投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業
等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】
　

当第３四半期連結会計期間において、重要な契約等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。
　
 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年12月31日）のわが国経済は、海外経済が緩やかな成長

を続けるもとで、緩和的な金融環境と政府の経済対策による下支えなどを背景に景気の拡大が続きました。今後に

つきましても、海外経済の成長を背景として、緩やかな拡大を続けるとみられております。

当社グループの主な営業基盤である岡山県におきましても、主要製造業の生産の持ち直しを背景に、雇用・所得

環境が着実に改善するなか、個人消費・設備投資ともに持ち直しており、県内景気は緩やかな拡大を続けていくも

のと思われます。 

このような情勢のなか、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりました。

主要な勘定におきましては、預金残高は、流動性預金が増加し、前年度末比212億円増加して1兆1,238億円（前年

同期比335億円増加）となりました。預り資産残高（預金、譲渡性預金、投資信託、公共債及び個人年金保険の合

計）は、前年度末比318億円増加して1兆2,738億円（前年同期比249億円増加）となりました。貸出金残高は、企業

向け貸出及び個人ローン等に積極的に取り組みました結果、前年度末比170億円増加して9,758億円（前年同期比145

億円増加）となりました。有価証券残高は、前年度末比412億円減少して2,384億円（前年同期比438億円減少）とな

りました。

損益面におきましては、連結経常収益は、資金運用利回りの低下による資金運用収益の減少や貸倒引当金戻入益

の減少などにより、前年同期比989百万円減収の14,173百万円となりました。一方、連結経常費用は、前年同期比

256百万円減少の12,267百万円となりました。以上により、連結経常利益は、前年同期比733百万円減益の1,906百万

円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比521百万円減益の1,294百万円となりました。

また、事業部門別の損益状況は、銀行業では、経常収益が14,016百万円、経常利益が1,912百万円となり、その他

（クレジットカード業等）では、経常収益が157百万円、経常損失が６百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

　

資金運用収支は、前年同期比245百万円減少して9,884百万円となりました。

　内訳は、資金運用収益が前年同期比422百万円減少の10,849百万円、資金調達費用が前年同期比177百万円減少の

964百万円であります。　

役務取引等収支は、前年同期比36百万円増加して536百万円となりました。

　内訳は、役務取引等収益が前年同期比134百万円増加の2,493百万円、役務取引等費用が前年同期比97百万円増加

の1,957百万円であります。

その他業務収支は、前年同期比85百万円増加して△41百万円となりました。

　内訳は、その他業務収益が前年同期比65百万円増加の145百万円、その他業務費用が前年同期比19百万円減少の

186百万円であります。
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 9,861 278 △10 10,129

当第３四半期連結累計期間 9,632 262 △10 9,884

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 10,876 468 △72 11,272

当第３四半期連結累計期間 10,413 494 △59 10,849

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 1,014 189 △61 1,142

当第３四半期連結累計期間 780 232 △48 964

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 498 1 ― 499

当第３四半期連結累計期間 542 △6 ― 536

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結累計期間 2,347 11 ― 2,359

当第３四半期連結累計期間 2,482 11 ― 2,493

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結累計期間 1,849 9 ― 1,859

当第３四半期連結累計期間 1,939 17 ― 1,957

特定取引収支
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 151 △101 △176 △126

当第３四半期連結累計期間 230 △94 △177 △41

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結累計期間 242 13 △176 79

当第３四半期連結累計期間 282 40 △177 145

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結累計期間 91 114 ― 206

当第３四半期連結累計期間 51 134 ― 186
 

 

(注) １. 国内業務部門は当社及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当社の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

２. 相殺消去額は、連結会社間取引の相殺消去額と国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息でありま

す。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

　

役務取引等収益は、前年同期比134百万円増加して2,493百万円となりました。

主な内訳は、預金・貸出業務が前年同期比6百万円増加の580百万円、為替業務が前年同期比0百万円増加の589百

万円であります。

役務取引等費用は、前年同期比97百万円増加して1,957百万円となりました。うち、為替業務は前年同期比1百万

円増加の116百万円であります。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 2,347 11 ― 2,359

当第３四半期連結累計期間 2,482 11 ― 2,493

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結累計期間 574 ― ― 574

当第３四半期連結累計期間 580 ― ― 580

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 578 10 ― 589

当第３四半期連結累計期間 578 11 ― 589

　うち証券関連
　業務

前第３四半期連結累計期間 570 ― ― 570

当第３四半期連結累計期間 780 ― ― 780

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 289 ― ― 289

当第３四半期連結累計期間 192 ― ― 192

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 16 ― ― 16

当第３四半期連結累計期間 16 ― ― 16

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 38 0 ― 39

当第３四半期連結累計期間 38 0 ― 38

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,849 9 ― 1,859

当第３四半期連結累計期間 1,939 17 ― 1,957

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 106 8 ― 115

当第３四半期連結累計期間 107 8 ― 116
 

 

(注) １. 国内業務部門は当社及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当社の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

２. 相殺消去額は、連結会社間取引の相殺消去額であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

　
○　預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 1,084,533 5,805 △101 1,090,238

当第３四半期連結会計期間 1,117,906 6,012 △108 1,123,809

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 499,584 ― △101 499,483

当第３四半期連結会計期間 526,822 ― △108 526,713

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 583,369 ― ― 583,369

当第３四半期連結会計期間 589,137 ― ― 589,137

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 1,579 5,805 ― 7,385

当第３四半期連結会計期間 1,945 6,012 ― 7,958

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 29,309 ― ― 29,309

当第３四半期連結会計期間 22,012 ― ― 22,012

総合計
前第３四半期連結会計期間 1,113,843 5,805 △101 1,119,547

当第３四半期連結会計期間 1,139,918 6,012 △108 1,145,822
 

 

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．国内業務部門は当社及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当社の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

４．相殺消去額は、連結会社間取引の相殺消去額であります。

 

国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

　
○　業種別貸出状況(末残・構成比)

　

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

961,257 100.00 975,847 100.00

　製造業 68,625 7.14 67,510 6.92

　農業、林業 2,868 0.30 3,386 0.35

　漁業 13 0.00 62 0.01

　鉱業、採石業、砂利採取業 305 0.03 288 0.03

　建設業 42,902 4.46 42,826 4.39

　電気・ガス・熱供給・水道業 8,879 0.92 11,094 1.14

　情報通信業 6,567 0.68 6,152 0.63

　運輸業、郵便業 19,647 2.04 20,144 2.06

　卸売業、小売業 66,955 6.97 66,530 6.82

　金融業、保険業 153,251 15.94 117,008 11.99

　不動産業、物品賃貸業 60,431 6.29 63,608 6.52

　各種サービス業 80,793 8.41 83,651 8.57

　地方公共団体 127,123 13.23 150,412 15.41

　その他 322,892 33.59 343,170 35.16

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 961,257 ― 975,847 ―
 

 

(注)　「国内」とは、当社及び連結子会社であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

第１回Ａ種優先株式 7,000,000

第２回Ａ種優先株式 7,000,000

計 35,000,000
 

（注）普通株式と第１回Ａ種優先株式、第２回Ａ種優先株式の発行可能株式総数は併せて35,000,000株を超えないもの

とします。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,679,030 同左
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のない
標準となる株式であります。
単元株式数は100株であります。

第１回Ａ種
優先株式

7,000,000 同左 ―
単元株式数は100株であります。
(注)

計 18,679,030 同左 ― ―
 

（注）第１回Ａ種優先株式の主な内容は次のとおりであります。

(1) 第１回Ａ種優先配当金の額

①　当銀行は、定款第32条に定める剰余金の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名

簿に記録された第１回Ａ種優先株式を有する株主（以下「第１回Ａ種優先株主」という。）または第１回Ａ種

優先株式の登録株式質権者（以下「第１回Ａ種優先登録株式質権者」といい、第１回Ａ種優先株主とあわせて

「第１回Ａ種優先株主等」という。）に対し、普通株主および普通登録株式質権者（以下あわせて「普通株主

等」という。）に先立ち、第１回Ａ種優先株式１株につき、第１回Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額

（ただし、第１回Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由が

あった場合には、適切に調整される。）に対し、年率2.50％に基づき、当該基準日が属する事業年度の初日

（平成29年３月31日に終了する事業年度にあっては平成28年12月12日。いずれにおいても同日を含む。）から

当該配当の基準日（同日を含む。）までの期間につき月割計算（ただし、１か月未満の期間については年365日

の日割計算とし、円位未満は切り捨てる。）により算出される額の金銭を支払う（以下、事業年度の末日を基

準日とした一事業年度一回の配当額を「第１回Ａ種優先配当金」という。）。ただし、当該基準日の属する事

業年度において第１回Ａ種優先株主等に対して下記④に定める第１回Ａ種優先中間配当金を支払ったときは、

その額を控除した額とする。定款第32条の規定は、第１回Ａ種優先配当金および第１回Ａ種優先中間配当金に

ついてこれを準用する。

なお、上記の計算により、第１回Ａ種優先株式配当金は、第１回Ａ種優先株式１株につき25円を支払うもの

とする。ただし、平成29年３月31日を基準日とする第１回Ａ種優先株式配当金については、第１回Ａ種優先株

式１株につき７円を支払うものとする。

②　非累積条項

ある事業年度において第１回Ａ種優先株主等に対してする剰余金の配当の額が第１回Ａ種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③　非参加条項

第１回Ａ種優先株主等に対しては、第１回Ａ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。ただし、

当銀行が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法第760条第７号ロに規定される

剰余金の配当または当銀行が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第１項第12号ロもしくは同法第765

条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

④　第１回Ａ種優先中間配当金

当銀行は、定款第32条②に定める中間配当をするときは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名簿に記

録された第１回Ａ種優先株主等に対し、普通株主等に先立ち、第１回Ａ種優先株式１株につき、第１回Ａ種優

先配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以下「第１回Ａ種優先中間配当金」という。）を支払う。

(2) 残余財産
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当銀行は、残余財産を分配するときは、第１回Ａ種優先株主等に対し、普通株主等に先立ち、第１回Ａ種優

先株式１株につき、第１回Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第１回Ａ種優先株式につき、

株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）

の金銭を支払う。第１回Ａ種優先株主等に対しては、このほか、残余財産の分配は行わない。

(3) 議決権

①　第１回Ａ種優先株主は、全ての事項について株主総会において議決権を有しない。

②　当銀行が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法令に別段の定めがある場合を除き、第１

回Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

(4) 金銭を対価とする取得条項

①　金銭を対価とする取得条項

当銀行は、平成33年12月13日以降、取締役会が別に定める日（以下「取得日」という。）が到来したとき

は、第１回Ａ種優先株主等に対して、取得日から２週間以上の事前通知を行ったうえで、法令上可能な範囲

で、第１回Ａ種優先株式の全部または一部を取得することができる。この場合、当銀行は、あらかじめ金融庁

長官の確認を受けるものとし、第１回Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、下記②に定める財産を第１回Ａ

種優先株主に対して交付するものとする。なお、当銀行が第１回Ａ種優先株式の一部を取得する場合は、取得

する第１回Ａ種優先株式は按分比例の方法により決定するものとする。

②　取得と引換えに交付すべき財産

当銀行は、第１回Ａ種優先株式の取得と引換えに、第１回Ａ種優先株式１株につき、第１回Ａ種優先株式１

株当たりの払込金額相当額（ただし、第１回Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合

またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、取得日の属する事業年度の初日（同日

を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間につき当該事業年度における第１回Ａ種優先配当金

の額を月割計算（ただし、１か月未満の期間については年365日の日割計算とし、円位未満は切り捨てる。）し

て算出される額を加算した額の金銭を交付する。ただし、取得日の属する事業年度において第１回Ａ種優先株

主等に対して第１回Ａ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。

(5) 普通株式を対価とする取得条項

①　普通株式を対価とする取得条項

当銀行は、平成38年12月14日（以下「一斉取得日」という。）をもって、一斉取得日において当銀行に取得

されていない第１回Ａ種優先株式の全てを一斉取得する。この場合、当銀行は、第１回Ａ種優先株式を取得す

るのと引換えに、各第１回Ａ種優先株主に対し、その有する第１回Ａ種優先株式数に第１回Ａ種優先株式１株

当たりの払込金額相当額（ただし、第１回Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合ま

たはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記②に定める一斉取得価額で

除した数の普通株式を交付するものとする。第１回Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に

１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

②　一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（終値が算出されない日を除く。）

の東京証券取引所における当銀行の普通株式の毎日の終値の平均値に相当する金額（円位未満小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）とする。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額

（下記③に定義する。以下同じ。）を下回る場合は、一斉取得価額は下限取得価額とする。

③　下限取得価額

下限取得価額は、1,137円とする（ただし、下記④による調整を受ける。）。

④　下限取得価額の調整

イ．第１回Ａ種優先株式の発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、下限取得価額を次に定める算式

（以下「下限取得価額調整式」という。）により調整する（以下調整後の下限取得価額を「調整後下限取得

価額」という。）。下限取得価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を切り捨てる。

 

調 整 後

下限取得

価額

 

＝

 

調 整 前

下限取得

価額

 

×

既発行

普通株式数

 

＋

交付普通

株式数
×

１株当たり

払込金額

１株当たり時価

既発行普通株式数　　＋　　交付普通株式数
 

 

(i) 下限取得価額調整式に使用する１株当たり時価（下記ハ.(i)に定義する。以下同じ。）を下回る払込金

額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。）

（ただし、当銀行の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。以下本④において同じ。）その他の証券（以下「取得請求権付株式等」とい

う。）、または、当銀行の普通株式の交付と引換えに当銀行が取得することができる取得条項付株式もし

くは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」という。）が取得または行使され、

これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

調整後下限取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同

じ。）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、または株主に募集株式の割当てを受ける権利

を与えるためもしくは無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。

(ii) 株式の分割をする場合
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調整後下限取得価額は、株式の分割により増加する普通株式の数（ただし、基準日における当銀行の有

する普通株式に関して増加した普通株式数を含まない。）を交付普通株式数とみなして下限取得価額調整

式を適用して算出し、株式の分割のための基準日の翌日以降、これを適用する。

(iii) 下限取得価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る価額（下記ニ.に定義する。以下、本(iii)、

下記(iv)および(v)並びに下記ハ.(iv)において同じ。）をもって当銀行の普通株式の交付を請求できる取

得請求権付株式等を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後下限取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）に、または

株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるためもしくは無償割当てのための基準日がある

場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初の条件で取得または行使されたとした場合に交付

されることとなる普通株式の数を交付普通株式数とみなして下限取得価額調整式を適用して算出し、当該

取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）の翌日以降、またはその基準日の翌日以

降、これを適用する。

上記に関わらず、上記の当該取得請求権付株式等の払込期日において価額が確定しておらず、後日一定

の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行した場合において、

決定された価額が下限取得価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る場合には、調整後下限取得価額

は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取得または行使

されたとした場合に交付される普通株式の数を交付普通株式数とみなして下限取得価額調整式を適用して

算出し、価額決定日の翌日以降、これを適用する。

(iv) 当銀行が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ.または下記

ロ.と類似する希薄化防止のための修正を除く。）が付されている場合で、当該修正が行われる日（以下

「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が下限取得価額調整式に使用

する１株当たり時価を下回る場合

調整後下限取得価額は、修正日に残存する当該取得請求権付株式の全部が修正価額で取得または行使さ

れたとした場合に交付されることとなる普通株式の数を交付普通株式数とみなして下限取得価額調整式を

適用して算出し、修正日の翌日以降、これを適用する。

(v) 取得条項付株式等の取得と引換えに、下限取得価額調整式に使用される１株当たり時価を下回る価額を

もって普通株式を交付する場合

調整後下限取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通株式数（下記

ホ.に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該超過する普通株式の

数を交付普通株式数とみなして下限取得価額調整式を適用して算出し、当該取得条項付株式等の取得日の

翌日以降、これを適用する。

(vi) 株式の併合をする場合

調整後下限取得価額は、併合により減少する普通株式の数（効力発生日における当銀行の有する普通株

式に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値で表示した数値を交付普通株式数とみなして下限

取得価額調整式を適用して算出し、株式の併合の効力発生日以降、これを適用する。

ロ．上記イ.(i)ないし(vi)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等により、下限取

得価額の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する下限取得価額に変更される。

ハ．(i) 下限取得価額調整式に使用する「１株当たり時価」は、調整後下限取得価額を適用する日に先立つ５

連続取引日（終値が算出されない日を除く。）の当銀行の普通株式の終値の平均値（平均値の計算は円位

未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。）とする。

(ii) 下限取得価額調整式に使用する「調整前下限取得価額」は、調整後下限取得価額を適用する日の前日に

おいて有効な下限取得価額とする。

(iii) 下限取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記イ.(i）な

いし(iii）に基づき当該基準日において「交付普通株式数」とみなされる普通株式数は含まない。）の、

基準日がない場合は調整後下限取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当銀行の発行済普通株式数から

当該日における当銀行の有する普通株式数を控除した数に当該下限取得価額の調整の前に上記イ.および

ロ.に基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通株式数を加えた

ものとする。

(iv) 下限取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ.(i)の場合には、当該払込金額

（無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込みの場合には適正な評価額）、上記イ.(ii)およ

び(vi)の場合には０円、上記イ.(iii)ないし(v)の場合には価額（ただし、(iv)の場合は修正価額）とす

る。

ニ．上記イ.(iii)ないし(v)および上記ハ.(ⅳ)において「価額」とは、取得請求権付株式等または取得条項付

株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財産の価

額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または取得条項付株式

等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または行使に際して交付さ

れる普通株式の数で除した金額をいう。

ホ．上記イ.(v)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後下限取得価額を適用する日の既発行普通株
式数から、上記ハ.(iii)に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式数で当
該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株式数を加え
たものとする。

ヘ．上記イ.(i)ないし(iii)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以降

に開催される当銀行の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合には、上記
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イ.(i)ないし(iii)の規定にかかわらず、調整後下限取得価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の

翌日以降にこれを適用する。

ト．下限取得価額調整式により算出された上記イ.柱書後段を適用する前の調整後下限取得価額と調整前下限取

得価額との差額が１円未満にとどまるときは、下限取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後下

限取得価額調整式による下限取得価額の調整を必要とする事由が発生し、下限取得価額を算出する場合に

は、下限取得価額調整式中の調整前下限取得価額に代えて調整前下限取得価額からこの差額を差し引いた額

（ただし、円位未満小数第２位までを算出し、その小数第２位を切り捨てる。）を使用する。

⑤　合理的な措置

上記③および④に定める下限取得価額は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地
から解釈されるものとし、その算定が困難となる場合または算定の結果が不合理となる場合には、当銀行の取
締役会は、下限取得価額の適切な調整その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

(6) 株式の分割または併合および株式無償割当て

①　分割または併合

当銀行は、定款により制限を受ける場合を除き、株式の分割または併合を行うときは、普通株式および第１

回Ａ種優先株式の種類ごとに、同時に同一の割合で行う。

②　株式無償割当て

当銀行は、定款により制限を受ける場合を除き、株式無償割当てを行うときは、普通株式および第１回Ａ種
優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。

(7) 優先順位

第１回Ａ種優先株式と当銀行の発行する他の種類の優先株式の優先配当金および残余財産の支払順位は、同

順位とする。

(8) 単元株式数

第１回Ａ種優先株式の単元株式数は100株とする。

(9) 法令変更等

法令の変更等に伴い第１回Ａ種優先株式発行要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合に
は、当銀行の取締役会は合理的に必要な措置を講じる。

(10) 種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めをしております。

(11) 議決権を有しないこととしている理由

第１回Ａ種優先株式は、適切な資本政策を実行することを目的としたものであり、既存株主への影響を考慮

したためであります。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
平成29年10月１日～
　　平成29年12月31日

― 18,679 ― 17,810 ― 16,140
 

　　　　　　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成29年９月30日現在で記載しております。

 
① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第１回Ａ種優先株式

7,000,000
― （注）１

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　　184,200

―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,388,800
113,888 同上

単元未満株式
普通株式

106,030
― 同上

発行済株式総数 18,679,030 ― ―

総株主の議決権 ― 113,888 ―
 

 

(注)１　「第３　提出会社の状況　１　株式等の状況　(1)株式の総数等　②発行済株式」の（注）を参照してくだ

さい。

２　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含まれており

ます。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が１個含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　株式会社トマト銀行

岡山市北区番町２丁目３
番４号

184,200 ─ 184,200 0.98

計 ― 184,200 ─ 184,200 0.98
 

　

２ 【役員の状況】

　

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりであります。

（1）退任役員

役　名 職　名 氏　名 退任年月日

監査役 ― 佐々木　浩史
平成29年７月９日
（死亡による退任）

 

 

（2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　男性12名　女性１名　（役員のうち女性の比率7.6％）
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第４ 【経理の状況】
　

１.　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　

２.　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成29年10月１日　至

平成29年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 70,483 97,971

 コールローン及び買入手形 - 1,808

 商品有価証券 214 186

 有価証券 ※2  279,765 ※2  238,469

 貸出金 ※1  958,822 ※1  975,847

 外国為替 4,530 1,721

 その他資産 5,249 5,822

 有形固定資産 12,978 12,881

 無形固定資産 706 721

 繰延税金資産 1,549 1,157

 支払承諾見返 4,296 4,471

 貸倒引当金 △5,141 △4,839

 資産の部合計 1,333,455 1,336,219

負債の部   

 預金 1,102,524 1,123,809

 譲渡性預金 11,451 22,012

 債券貸借取引受入担保金 5,114 859

 借用金 146,120 124,510

 外国為替 1 4

 社債 4,300 2,300

 その他負債 8,343 5,793

 退職給付に係る負債 1,564 1,491

 役員退職慰労引当金 246 242

 睡眠預金払戻損失引当金 123 103

 偶発損失引当金 103 92

 再評価に係る繰延税金負債 513 513

 支払承諾 4,296 4,471

 負債の部合計 1,284,704 1,286,205

純資産の部   

 資本金 17,810 17,810

 資本剰余金 15,991 15,991

 利益剰余金 12,502 13,087

 自己株式 △609 △611

 株主資本合計 45,694 46,277

 その他有価証券評価差額金 3,011 3,574

 繰延ヘッジ損益 △6 △4

 土地再評価差額金 671 671

 退職給付に係る調整累計額 △620 △504

 その他の包括利益累計額合計 3,055 3,736

 純資産の部合計 48,750 50,014

負債及び純資産の部合計 1,333,455 1,336,219
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

経常収益 15,163 14,173

 資金運用収益 11,272 10,849

  （うち貸出金利息） 9,967 9,593

  （うち有価証券利息配当金） 1,262 1,201

 役務取引等収益 2,359 2,493

 その他業務収益 79 145

 その他経常収益 ※1  1,451 ※1  685

経常費用 12,523 12,267

 資金調達費用 1,142 964

  （うち預金利息） 723 671

 役務取引等費用 1,859 1,957

 その他業務費用 206 186

 営業経費 8,977 8,873

 その他経常費用 ※2  338 ※2  284

経常利益 2,639 1,906

特別利益 6 5

 その他の特別利益 6 5

特別損失 14 13

 固定資産処分損 14 12

 減損損失 0 1

税金等調整前四半期純利益 2,631 1,898

法人税、住民税及び事業税 203 502

法人税等調整額 612 101

法人税等合計 816 603

四半期純利益 1,815 1,294

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,815 1,294
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 1,815 1,294

その他の包括利益 △367 680

 その他有価証券評価差額金 △508 562

 繰延ヘッジ損益 △2 1

 退職給付に係る調整額 143 115

 持分法適用会社に対する持分相当額 0 0

四半期包括利益 1,447 1,974

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,447 1,974

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１.　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

破綻先債権額 582百万円 683百万円
延滞債権額 18,984百万円 17,608百万円

３カ月以上延滞債権額 27百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 2,165百万円 2,013百万円

合計額 21,760百万円 20,306百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債

務の額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

 10,153 百万円 11,192 百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１.　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

株式等売却益 34百万円 46百万円
貸倒引当金戻入益 890百万円 24百万円

償却債権取立益 154百万円 123百万円
 

※２.　その他経常費用には、次のものを含んでおります。　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

貸出金償却  67百万円 150百万円
株式等売却損 51百万円 30百万円

株式等償却  0百万円 ―百万円
 

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 493百万円 500百万円
 

　

(株主資本等関係)

　前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 286 2.50 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月11日
取締役会

普通株式 286 2.50 平成28年９月30日 平成28年12月７日 利益剰余金
 

（注）　１株当たり配当額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付の株式併合は加

味しておりません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。
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３　株主資本の著しい変動

　（単位　百万円）

 
株主資本

資本金 資本準備金 利益剰余金 自己株式 株主資本計

当期首残高 14,310 12,491 11,163 △604 37,360

当期変動額      

　新株の発行(注） 3,500 3,500   7,000

　剰余金の配当   △573  △573

　親会社株主に帰属する
　四半期純利益

  1,815  1,815

　自己株式の取得    △4 △4

　自己株式の処分   △0 0 0

当四半期変動額合計 3,500 3,500 1,242 △4 8

当四半期末残高 17,810 15,991 12,405 △608 45,598
 

 

（注）　平成28年12月12日を払込期日とする第１回Ａ種優先株式の第三者割当増資により、資本金及び資本準備金が

それぞれ3,500百万円増加しました。

　

　当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 286 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

第１回Ａ種
優先株式

49 7.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 286 25.00 平成29年９月30日 平成29年12月7日 利益剰余金

第１回Ａ種
優先株式

87 12.50 平成29年９月30日 平成29年12月7日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

当社グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当社グループの業績における「その他」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジットカード業務等が含まれております。
　
当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

当社グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当社グループの業績における「その他」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジットカード業務等が含まれております。
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(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。
　
　前連結会計年度（平成29年３月31日）

科　　目
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

現金預け金 70,483 70,483 ―

有価証券 278,675 280,330 1,655

  満期保有目的の債券 26,441 28,097 1,655

　その他有価証券 252,233 252,233 ―

貸出金 958,822   

　　貸倒引当金 △5,097   

（*） 953,725 972,589 18,864

資　　産　　計 1,302,884 1,323,403 20,519

預金 1,102,524 1,103,102 577

借用金 146,120 145,825 △294

負　　債　　計 1,248,645 1,248,928 282
 

　　　（*）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　
　当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

科　　目
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)

時　価
(百万円)

差　額
(百万円)

現金預け金 97,971 97,971 ―

有価証券 237,149 238,627 1,478

 満期保有目的の債券 26,030 27,508 1,478

　その他有価証券 211,118 211,118 ―

貸出金 975,847   
　貸倒引当金 △4,753   
（*） 971,094 990,241 19,147

　　　　資　産　計 1,306,214 1,326,840 20,625

預金 1,123,809 1,124,433 623

借用金 124,510 124,339 △170

　　　　負　債　計 1,248,319 1,248,772 452
 

 

　　　（*）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　
　（注）１　現金預け金の時価の算定方法

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。満期のある預け金については、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額を時価としております。

２　有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格、債券は業界団体が公表する取引価格等の市場価格によっております。自社保証付私

募債は、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローをスワップ金利等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引くことにより、現在価値を算定しております。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しておりま

す。

３　貸出金の時価の算定方法
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ
シュ・フローをスワップ金利等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引くことにより、現在
価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現

在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結

決算日（連結決算日）における四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）上の債権等計上額から貸倒引当金

計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

４　預金の時価の算定方法
要求払預金については、四半期連結決算日（連結決算日）に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価

とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを
割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用い
ております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。
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５　借用金の時価の算定方法

借用金については、変動金利のものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社並びに連結子会社の信用

状態は実行後大きく異なっておらず、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時

価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様

の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年

以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　

(有価証券関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は次のとおりであります。

その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差　額（百万円）

株式 2,634 5,928 3,293

債券 175,888 177,341 1,452

　国債 119,362 120,795 1,433

　地方債 13,014 12,908 △106

　社債 43,512 43,637 125

その他 69,664 68,963 △700

　うち外国債券 54,701 54,528 △172

合計 248,187 252,233 4,045
 

　

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差　額(百万円)

株式 2,634 6,514 3,879

債券 150,610 151,795 1,184

　国債 96,267 97,370 1,102

　地方債 10,532 10,469 △62

　社債 43,810 43,955 144

その他 53,023 52,809 △214

　うち外国債券 41,039 41,134 95

合計 206,269 211,118 4,849
 

（注）その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処

理(以下、「減損処理」という。)しております。

前連結会計年度、当第３四半期連結累計期間ともに、減損処理はありません。

また、減損処理基準は以下のとおりであります。

(1)　簿価に対して時価の下落率が50％以上の銘柄は、全て減損

(2)　下落率が30％以上50％未満の銘柄については、過去の株価動向、発行会社の業績・信用リスクの推移等

を検討し、回復する可能性がないと判断されるものは、全て減損

　

(金銭の信託関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 158.33 105.26

　(算定上の基礎)    

　親会社株主に帰属する
　四半期純利益

百万円 1,815 1,294

　　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― 87

　　　うち取締役会決議による第１回
　　　Ａ種優先株式配当額

百万円 ― 87

　普通株式に係る親会社株主に
　帰属する四半期純利益

百万円 1,815 1,206

　　普通株式の期中平均株式数 千株 11,466 11,463

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期
　 純利益金額

円 153.96 81.88

　(算定上の基礎)    

　　親会社株主に帰属する
　　四半期純利益調整額

百万円 ― 87

　　　うち取締役会決議による第１回
　　　Ａ種優先株式配当額

百万円 ― 87

　　普通株式増加額 千株 325 4,342

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に含
めなかった潜在株式で、前連結会計年度末
から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。そのため、前第３四半期連結累

計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定して算出しております。

 

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

中間配当

 

第135期（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）中間配当につきましては、平成29年11月10日開催の取

締役会において、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

①　中間配当金額  374百万円

②　１株当たりの中間配当金 普通株式 25円00銭

 第１回Ａ種優先株式 12円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月７日

株式会社トマト銀行

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　宮　　田　　八　　郎　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　刀　　禰　　哲　　朗　 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トマト

銀行の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トマト銀行及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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